
大阪府大阪市西区北堀江１丁目１番２１号

関電コミュニティ株式会社

第　４１　期

決　算　公　告

２０１９年　４月　１日から

２０２０年　３月３１日まで



流 動 資 産 1,165,481 流 動 負 債 673,209

590,759 230,442

260,374 97,416

27,325 810

268,142 45,711

18,879 367

31,875

固 定 資 産 1,428,630 109,595

  有 形 固 定 資 産 67,233 144,345

16,971 12,643

581

2,841 固 定 負 債 410,034

42,964 24,624

3,875 3,375

381,635

  無 形 固 定 資 産 162,310 400

35,866

183 1,083,243

126,260

株主資本 1,510,868

  投 資 そ の 他 の 資 産 1,199,086

10,610 36,000

246

203,083 資 本 剰 余 金 6,000

900,000 6,000

85,146

利 益 剰 余 金 1,468,868

6,600

1,462,268

別 途 積 立 金 1,360,000

繰 越 利 益 剰 余 金 102,268

（うち当期純利 益） （84,673）

1,510,868

2,594,112 2,594,112

純 資 産 合 計

（純  資  産  の  部）

差 入 敷 金 ・ 保 証 金

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

の れ ん

長 期 前 払 費 用

出 資 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

資 本 金

資 本 準 備 金

未 払 法 人 税 等

短 期 貸 付 金

そ の 他

短 期 リ ー ス 債 務

電 話 加 入 権 負 債 合 計

ソ フ ト ウ エ ア

預 り 金

そ の 他

預 り 保 証 金

長 期 前 受 収 益土 地

リ ー ス 資 産 長 期 リ ー ス 債 務

器 具 及 び 備 品

建 物

未 払 消 費 税 等

退 職 給 付 引 当 金

構 築 物

賞 与 引 当 金

貸  借  対  照  表

（2020年 3月31日現在）

（単位：千円）

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

科       目金    額 金    額

（負  債  の  部）（資  産  の  部）

未 払 費 用

科       目

売 掛 金 未 払 金

前 払 費 用



１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産
定率法によっております。

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　3年～42年、　構築物　　4年～10年、　器具及び備品　　3年～15年　　

② 無形固定資産

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（２） 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　　　
② 賞与引当金

③ 退職給付引当金
　　　

（３） その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税は、税抜方式によっております。

② 連結納税制度の適用
当社は、2018年11月1日より関西電力株式会社を連結親会社とする連結納税制度を適用しております。

③ 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
　　　当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和2年法律第8号）において創設されたグループ通算制度への

　　　移行およびグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納

　　　税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020

 　　　年3月31日）第3項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号

　　　平成30年2月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産および繰延税金負債の額について、改正前の税法

　　　の規定に基づいております。

④ 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

２． 株主資本等変動計算書に関する注記

（１） 発行済株式に関する事項
（単位：株）

発行済株式 前期末株式数 当期増加 当期減少 当期末株式数

普通株式 70,000              -              - 70,000

（２） 配当に関する事項
① 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2019年6月27日 普通株式 9,100 130 2019年3月31日 2019年6月27日

（定時株主総会） 千円 円

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日
2020年6月29日 普通株式 33,810 483 2020年3月31日 2020年6月29日
（定時株主総会） 千円 円

 (注)　2020年6月29日開催予定の定時株主総会において議案として付議する予定であります。

個別注記表

2019年    4月    1日　から
2020年    3月  31日　まで

のれん

8年間の定額法によっております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

その他の無形固定資産

自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により回収不能見込額を計上しております。

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込み額の当期負担額を計上しております。


